
 

2026 年 3 月 30 日  

各 位  

 

会 社 名    大同特殊鋼株式会社  

代表者名 代表取締役社長 清水 哲也  

（コード番号 5471 東証プライム､名証プレミア）  

問合せ先  総務部長   永井 崇  

TEL.  ０５２－９６３－７５０１  

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ  

 

当社は、本日、取締役会において、2027 年 1 月 1 日を効力発生日として、当社の完全子会

社である株式会社大同ＩＴソリューションズ（以下「DITS」）を吸収合併することを決議

いたしましたので、お知らせいたします。  

なお、本合併は当社完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部

省略しております。  

 

１．本合併の目的  

当社は、中長期的な事業競争力の強化に向け、デジタル技術を活用した業務改革および DX

の推進に取り組んでおります。DX を一層加速させるためには、業務と IT の知見を併せ持

つ人材を当社本体に集約し、企画・意思決定から実行までを一体で推進できる体制を構築

することが不可欠となります。このため、DITS を当社に吸収合併し、IT 戦略企画力の強

化、人材の有効活用および育成を進めるとともに、業務プロセス改革と IT 投資の高度化

を推進いたします。  

 

２．本合併の要旨  

（1）本合併の日程  

 合併決議取締役会     2026 年 3 月 30 日      

 合併契約締結日     2026 年 3 月 30 日      

 合併期日（効力発生日） 2027 年 1 月 1 日（予定）  

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易合併に該当し、  

DITS においては会社法第 784 条第 1 項に規定する略式合併に該当するため、両社  

とも株主総会による本合併に係る合併契約の承認を得ることなく行います。  

（2）本合併の方式  

 当社を存続会社とし、DITS を消滅会社とする吸収合併といたします。  

 

 



（3）本合併に係る割当ての内容  

 当社の完全子会社との合併であるため、本合併による株式の割当てその他一切の対価の  

交付はありません。  

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  

 該当事項はありません。  

 

３．本合併当事会社の概要(2025 年 3 月 31 日現在) 

直前事業年度の経営成績及び財政状態(2025 年 3 月期) 

大同特殊鋼株式会社  

（連結・IFRS）  

株式会社大同ＩＴソリューションズ  

（単体・日本基準）  

親会社の所有者に帰属する持分  429,278 百万円  純資産  935 百万円  

総資産  782,974 百万円  総資産  3,381 百万円  

1 株当たり親会社所有者帰属持分  2,085.61 円 1 株当たり純資産  54,847.24 円 

売上収益  574,945 百万円  売上高  6,473 百万円  

営業利益  39,408 百万円  営業利益  282 百万円  

税引前利益  42,653 百万円  経常利益  294 百万円  

親会社の所有者に帰属する当期利益  28,314 百万円  当期純利益  309 百万円  

基本的 1 株当たり当期利益  134.57 円 1 株当たり当期純利益  18,148.02 円 

名称  大同特殊鋼株式会社  株式会社大同ＩＴソリューションズ  

所在地  名古屋市東区東桜一丁目 1 番 10 号 名古屋市東区東桜一丁目 1 番 10 号 

代表者  代表取締役社長  清水 哲也  代表取締役社長  山田 龍三  

事業内容  特殊鋼鋼材、機能材料・磁性材料、  

自動車部品・産業機械部品の製造販売、

エンジニアリング、流通・サービス  

情報・通信システムの企画・設計・保

守・運用の受託、ソフトウェアの開

発・販売 他  

資本金  37,172 百万円  45 百万円  

設立年月日  1950 年 2 月 1 日 2000 年 4 月 3 日 

発行済株式数  217,243,845 株 17,061 株 

決算期  3 月 31 日 3 月 31 日 

大株主および

持株比率  

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社(信託口) 9.83% 

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 

6.57% 

日本製鉄株式会社 5.26% 

明治安田生命保険相互会社  5.03% 

株式会社みずほ銀行  3.82% 

大同特殊鋼株式会社 100% 



 

４．本合併後の状況  

本合併により、吸収合併存続会社である当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、  

事業内容、資本金、決算期に変更はありません。  

 

５．今後の見通し  

本合併は当社の完全子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微でありま 

す。今後、公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。  

 

 

以 上  


